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１ 研究の背景(目的)・主題設定の理由等 

近年、学校運営協議会制度であるコミュニテ

ィ・スクール(以下 CS)の普及・拡大が、政策的

に進められている。CS は、「保護者や地域住民

が一定の権限をもって運営に参画する新しいタ

イプの公立学校」として、「教育改革国民会議」

(平成 12 年)にて提唱された。その後、「地域と

ともにある学校づくり」への転換が、学校が直

面する様々な教育課題に対応していくための有

効な制度として見直され、平成 30年４月には全

国にある学校の 14.7%に学校運営協議会が設置

されている。平成 29 年４月には、「地方教育行

政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正

され、各教育委員会に対して協議会設置の努力

義務を課すことになったことにより、その数は

加速度的に増えている。 

そこで、CSに関する研究を通して、これから

の学校と教職員の在り方について、二つの視点

で研究を進めた。１点目は、教職員一人一人が

地域とともにどのようなコミュニティをつくっ

ていくことが、持続可能な生涯学習社会を形成

する担い手を育てていくことにつながるのかと

いう視点である。２点目は、継続的な対話を通

して、児童・生徒に必要な学習環境をどのよう

に見直していくことが「すべての人が学習者」

であるという立場で、地域と学校が WIN-WIN の

関係性を築いていくことにつながるのかという

視点である。 

本研究の目的は、地域とともに児童・生徒だ

けでなく、保護者や教職員なども含め、学校を

核として成長する「学びのコミュニティ」を形

成していくプロセスについて明らかにすること

である。 

２ 研究の内容・研究の方法 

【基礎研究】 

①CSに関する教育行政の資料の収集・分析 

②CSに関する先行研究の収集・分析 

③ラーニング・コミュニティ、拡張的学習、ラ

ーニング・ブリッジングに関する先行研究の

収集・分析 

【実践研究】 

①所属校における研究計画の立案 

②所属校での対話の場の企画・運営 

③対話の場の参加者へのアンケート調査 

④教育委員会主催の CS に関するイベントの企

画・運営 

【調査研究】 

①CSコーディネーターや管理職、教育行政職を

対象にしたインタビュー調査 

②学校運営協議会への参加・傍聴 

勤務校で行った「ひのがくミライかいぎ」概要 



３ 研究の結果 

多重コレスポンデンス分析や計量テキスト分

析（共起ネットワーク）を用いて、アンケート

調査の分析を行った。児童生徒を含めた地域・

保護者・教職員の対話の場をつくり、アンケー

ト調査を行ったことで、このような対話の場が

児童・生徒や大人にとって楽しく、価値のある

時間になり得るということが見えてきた。図 10

のように、属性が「児童・生徒」である場合、

満足度や次回の参加意

欲が高い。一方、属性

が「地域」である場合、

満足度や次回の参加意

欲が低い。また、属性

が「教職員など」「保護

者」の場合、満足度や次回の参加意欲に関連し

ない可能性がある。以上のように児童・生徒に

とって、普段関わることが無かった多様な大人

と話し合うことが、非常に有益な時間となって

いることが分かった。 

また、CS に関わる 22 名の方々を対象に、面

接調査として非構造化インタビューを行った。

CS制度を先行して行っている自治体の取組によ

る成果と課題だけでなく、それぞれの学校が、

各校の特性や地域性（特に学校運営協議会の委

員や地域人材として関わっている方）と向き合

いながら、組織的・戦略的に推進していること

が理解できた。 

現状をしっかりと把握し、今何が必要なのか

を見極めながら、中長期的な視野で地域ととも

に進めていくことと、児童・生徒の学びの場と

して持続可能な学校にしていくことが重要であ

るということが分かった。 

４ 研究の考察 

ここまで述べてきたように、CSの仕組みは児

童・生徒にとって、また学校や地域にとって有

効な制度である。しかし、それが制度として機

能し続けていくためには、すべての人がエージ

ェンシー（責任主体・行為の主体性）をそれぞ

れのコミュニティで発揮していくことが大切で

ある。対話の場をつ

くっていく上で、図

１のように異質性

を価値と考えなが

ら未来を描いてい

くプロセスには、児

童・生徒・地域・保護者・教職員がフラットな

関係性で話し合いながら、連携・協働の関係を

「学びのコミュニティ」として構築していくこ

とが必要である。 

そして、学校・地

域そのものが共同エ

ージェンシーとして、

すべての人が目指す

目標に向かって進ん

でいくことを支え、

双方向的で互恵的な協力関係を対話を通して築

いていく。このような生涯学習社会をつくって

いくプロセスデザインが大切である。また、図

２のように理想の未来に向かって、対話の場か

らビジョンの共有を繰り返し、ビジョン自体を

アップデートさせつつ、協働的な問題解決を繰

り返していくことが、CSを推進していく上で最

も重要なプロセスと言える。現在は、CSとして

10年以上の取組を行っている学校や数年しか経

っておらず何から手を付けていいのか分からな

い学校、学校と地域との結び付きが強い学校と

そうでない学校がある。学校経営・学校づくり

としてビジョンを共有したり、地域や保護者と

のより良い関係性を構築したりする上でも、対

話の場が有効であることは明らかである。 

５ 今後の展望 

本研究で明らかになったプロセスデザインを

複雑化・多様化した教育の課題に対応し、児童・

生徒の豊かな学びを実現することのできる学校

づくりのための方策の一つとして役立てたい。 

図１ 
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